
～大型放射光施設「SPring-8」～

４．先端研究基盤の利用システム
の具体的事例
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大型放射光施設「ＳＰｒｉｎｇ－８」の概要

○世界最高水準の大型放射光施設として、共用促進法に基づき、産学官の
多様な分野の研究者へ広く共用。

○理化学研究所が設置・運転維持管理、登録施設利用促進機関（JASRI）
が利用者支援を実施。

○共用開始：平成９年

○共用施設の運用経費：約８４億円／年（５，０００時間運転の場合）

○共用促進法の枠組みの下の共用BLとは別に、理化学研究所や他研究機
関、民間企業が、自らの研究開発を進めるために専用のBLを設置し、自

ら運用している。（各機関の裁量の範囲内で、外部開放も可能）

共用 専用 理研 加速器診断 合 計

稼働中 ２６本 １７本 ８本 ２本 ５３本

建設・調整中 ３本 １本 ４本

合 計 ２６本 ２０本 ９本 ２本 ５７本

兵庫県

播磨科学
公園都市

○年間運転時間：約５，０００時間（ユーザータイム：約４，０００時間）

○年間利用者数：約１，５００課題／のべ約１０，０００人（共用BLのみ）

SPring-8の利用者数

【設置ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ及び稼働時間等】
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利用区分、利用料の基本的考え方について

共用促進法に基づく利用は、公募申請が原則。利用メニューの多様性で様々な利用者に対応

年2回募集

公募期間を長期に設定（随時受付に近い）し、喫緊の研究課題に対応
申請から利用開始まで最短で約1ヶ月程度

最長3年間有効（通常は半年有効）

年2回募集

利用時期の指定や測定の代行、
申請から利用開始まで約1ヶ月程度

大型の競争的資金等により一定の評価を得ており、成果が期待される課
題に対し、科学的妥当性の審査の免除と優先的に利用時間を配分

共用BL 成果非専有

成 果 専 有

通 常 利 用

緊 急 利 用

長 期 利 用

通 常 利 用

時期指定利用時期指定利用

優 先 利 用

設置者BL
専用BL 成果非専有

施設設置者（理研）、BL設置者（各機関）の方針により運用
理研BLのうち共用に供しているビームタイムについては、共用促進法

に準じた運用を行っている。成 果 専 有

利用区分 備考

消耗品費は
実費負担

運転コスト等の
利用料は無償

運転コスト等の
運営費回収方式

成果非専有の利用時間確保
のため上限を設定
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○利用成果は公開が原則

平成23年度下期より、原則として３年以内に課題番号が明記されている査読付論文※を提出。

○特許出願、事業化等のための公開延期は認めない。

○成果専有利用については、簡便な利用報告書に加えて運営コスト相当の利用者負担を求める。

※論文等の発表に至らなかった課題の場合、利用研究成果集に掲載するレポートを提出し、SPring-8成果審査委員会の査読
審査により適切との評価を受け承認され、WEBへ公開されるという手続きを踏めば、成果公開の扱いとなる。
また、企業については、所属機関等で独自に査読編集される公開技術報告書の情報量・信頼性・完成度等がSPring-8成果
審査委員会で認められれば、当該報告書の提出により成果公開の扱いとすることが可能。

国の研究プロジェクト利用について

○成果非専有の「優先利用」枠を設定し、国のトップダウンプロジェクトにおける成果創出に貢献。

○要件：大型の競争的資金等により一定の評価を得ているとともに、優れた成果が期待される
課題利用時間の優先配分と、科学的な妥当性の審査の免除（二重審査の排除）。

○ただし、より多くの研究者への利用に供する観点から「優先利用」の上限を設定

【主な利用プロジェクト】（平成22年度実績）

革新型蓄電池先端科学基礎研究事業（NEDO）、戦略的創造研究推進事業（JST）、ターゲット
タンパク研究プログラム（MEXT）等

様々なフェーズ、分野のプロジェクト研究者が利用。

利用成果の取扱いの基本的考え方
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利用研究技術相談

利用者への技術的支援について

講習会等による講習会等による
利用プロモーション利用プロモーション

実地研修会実地研修会

利用可能性等利用可能性等
相談・検討相談・検討 利用実験事前相談利用実験事前相談

データ解析支援データ解析支援

BLBL利用実験準備利用実験準備

利用研究技術相談（利用目的に応じたBL、
手法、装置、条件、試料形態等のアドバイス、
スタッフ間での打合せ検討）に対応。

採択された課題について、実施の
事前相談、および利用実験のた
めの準備調整に対応。

利用実験支援

個別の実験に応じた利用実験技術支
援を実施。

取得された生データについて、適切な
データ処理等の技術支援を実施。

利用開始前 利用時 利用後

他施設との連携状況について

○国内の他施設との利用システムについて、明確な連携・統一化は図っていない。

○東日本大震災で直接被害を受けた、フォトンファクトリー（放射光施設）やJ-PARC（中性子線施

設）等の利用課題のうち、実験手法の代替が可能である課題について、一部を受け入れるなど
の連携を実施。
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５．研究基盤に関連する予算等の推移
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○ 主要国中、日本の研究費総額の対ＧＤＰ比は高いものの、民間負担の割合が約８割を占める。

61.2

40.4％

18.8

12.4％

71.6

47.2％

151.6

20.4兆円
56.8%

12.4兆円
34.6%

0.65%

－

－

35.9兆円

1.89%

5.0億人

1,894兆円

EU-27

(08年度)

大 学

政府研究機関

民 間

3.5

14.7％

26.1

16.4％

15.8

61.7％

6.9

30.1％

7.7

25.4％

18.6

14.8％

31.2

37.0％

1.6

6.6％

23.9

15.0％

0.9

3.4％

2.7

11.9％

4.5

15.0％

4.7

3.8％

3.2

3.8％

18.6

78.7％

109.2

68.6％

8.9

34.9％

13.3

58.0％

18.0

59.6％

102.8

81.5％

49.8

59.1％

23.6

（08年）

159.225.622.930.2

（99年）

126.1
※２ 141.3

84.3
※１ 65.6

研究者数
（単位：万人）

2.4兆円
74.3%

5.7兆円
71.7%

1.9兆円
50.8%

3.3兆円
53.0%

6.8兆円
67.6%

30.0兆円
72.9%

13.7兆円
80.3%

民間負担額
民間負担割合

0.8兆円
25.4%

0.85%

1.9兆円
23.4%

0.40%

1.2兆円
32.6%

0.60%

2.4兆円
38.9%

0.82%

2.9兆円
28.4%

0.76%

11.1兆円
27.1%

0.75%

3.3兆円
19.3%

0.69%

政府負担額
政府負担割合

対GDP比

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

15.7兆円

3.29%

うち自然科学のみ

対GDP比

3.2兆円

3.36%

7.9兆円

1.70%

3.8兆円

1.85%

6.2兆円

2.11%

10.1兆円

2.68%

41.2兆円

2.79%

17.1兆円

3.57%

研究費総額

対GDP比

0.5億人13.3億人0.6億人0.6億人0.8億人3.0億人1.3億人人 口

96兆円466兆円204兆円295兆円376兆円1,452兆円479兆円国内総生産（ＧＤＰ）

韓国

(08年度）

中国

(09年度）

英国

(09年度）

フランス

(08年度）

ドイツ

（08年度）

米国

(08年度）

日本

（10年度）

国 名

項 目

注）１．各国とも人文・社会科学を含む。２．邦貨への換算は国際通貨基金（IMF)為替レート(年平均）による。３．米国、フランスの研究費は暫定値である。４．研究費政府負担額は、地方政府分も
含めた研究活動に使用された経費の総額である。５．日本の研究者数は、2011年３月31日現在の値。また※１の値は、専従換算（FTE）値である。６．米国の研究者数における※２の値は2007
年の値であり、OECD推計値である。また、割合は組織別研究者数の合計に占める割合であり、組織別研究者数の合計と研究者数は一致しない。 ７．英国の研究者数は推計値である。８．民
間における研究者数は、非営利団体の研究者を含めている。

出典：文部科学省作成

科学技術指標の国際比較
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20,22621,347
22,66323,585

24,995

36,693

35,890
35,639

35,708
35,113

35,74335,77936,08435,974
35,444

34,685

32,860
31,567

30,32230,026
28,105

36,479

46,610

37,86838,108
36,288

37,195
36,155

36,389
36,015

38,682
40,766

37,536
37,605

41,636

30,026
29,660

31,849

23,682

28,153

22,384
20,226

42,310

36,693

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24（年度）

（億円）

（予備費）
（第四次補正）
（第三次補正）
（第二次補正）
（第一次補正）
（当初予算）
科学技術関係経費総額

科学技術関係経費の推移

5,000

5,076 4,899 4,475 4,453 4,250 4,206 4,160 4,297
3,853

※平成21年度の補正予算額は、第一次補正予算の執行停止額4,016億円を差し引いたものである。
※平成23年度当初予算額及び24年度予算案については、社会資本整備事業特別会計（治水勘定、
　道路整備勘定、港湾勘定、空港整備勘定）等を除いてとりまとめたものである。
※平成24年度の地方公共団体分は未集計。

基本計画策定以前 12.6兆円 第1期基本計画期間中 17.6兆円

第２期基本計画期間中 21.1兆円

第３期基本計画期間中 19.6兆円
(地方予算含まず)

地方公共団体における科学技術関係経費

第２期基本計画期間中 18.8兆円
(地方予算含まず)

第３期基本計画投資目標 25兆円第２期基本計画投資目標 24兆円

第1期基本計画投資目標 17兆円 第３期基本計画期間中 21.7兆円

4,028

第４期基本計画期間

4,505

第４期基本計画
投資目標 25兆円
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文部科学省の競争的資金

競争的資金とは競争的資金とは

競争的な研究環境を形成し、研究者が多様で独創的な研究
に継続的、発展的に取り組む上で基幹的な研究資金制度

研究開発活動がますます高度化、複雑化する中、競争的資
金制度の多様性を確保した上で、制度の一層の改善及び充実
に向けた取組を進める

文部科学省の競争的資金の推移文部科学省の競争的資金の推移

※補正予算を除く

1000

2000

3000

4000

5000
（億円）

0
H18 H19 H20 H21 H22 H23

文部科学省の競争的資金一覧文部科学省の競争的資金一覧

（単位：百万円）

1895 1913 1932
1970 2000 2633

480 486
503 516 525

567

3584
3689

3788 3866
3691

制度改善に向けた取組制度改善に向けた取組

科研費の一部研究種目について、研究の効率や成果の向上等を図るため、
平成平成2323年度より、研究費の複数年度にわたる使用を可能とする「基金化」の制年度より、研究費の複数年度にわたる使用を可能とする「基金化」の制
度改革を実現。平成度改革を実現。平成2424年度は、基金化範囲を拡大し、新たに基盤研究（Ｂ）、若年度は、基金化範囲を拡大し、新たに基盤研究（Ｂ）、若
手研究（Ａ）に基金化を導入手研究（Ａ）に基金化を導入（研究費総額のうち500万円以下）。

研究資金が使いやすく、効果的なものとなるよう、競争的資金使用ルールの競争的資金使用ルールの
統一化統一化等、研究者の事務負担の軽減等に向けた取組を推進。

3663

※運営費交付金中の推計額を含む

（「第４期科学技術基本計画」平成23年8月 閣議決定）

263,300256,610科学研究費助成事業（科研費）

56,74954,544戦略的創造研究推進事業

20,43619,136国家課題対応型研究開発推進事業

2,8773,142国際科学技術共同研究推進事業

22,89524,037研究成果展開事業

平成平成2323年年

度予算額度予算額
平成平成2424年度年度

予算額予算額
制度名制度名

競争的資金制度を５制度に再編５制度に再編

システム改革（拠点形成・環境整備等）を目的とした制度を非競争的資金化非競争的資金化

平成24年度予算額 357,469百万円
（平成23年度予算額 366,257百万円）

行政刷新会議による事業仕分け第３弾の評価結果等を受け、平成２３年度より、

：科学研究費助成事業（科研費）

：その他の競争的資金

：戦略的創造研究推進事業

2566

545

3575

H24
予算額
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国立大学法人及び研究開発法人の
運営費交付金及び施設整備費の推移

1,142,500 1,141,000 1,131,800
1,106,100

676,138 671,420 678,410 687,822

60,577 57,910 60,339 77,045

179,500 181,800
138,200

210,400

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H18 H19 H20 H21

（
単

位
：
百

万
円

）

国立大学法人運営費交付金 研究開発法人運営費交付金 国立大学法人施設整備費 研究開発法人施設整備費

※・「知の拠点－我が国の未来を拓く国立大学法人等施設の整備充実」調査研究報告書
・独立行政法人、国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果（平成21事業年度）
より抜粋 29
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5年未満 5年-10年 10年-19年 20年以上

学外共同利用

学内共同利用

１６％

４４％

１３％

２７％

○教育研究設備費の推移 ○学術研究設備の経過年数

補正予算も含め、全体として減少傾向

※国立大学等とは、国立大学及び大学共同利用機関のことを指す。

※各大学法人等が保有するすべての資産のうち、学術研究設備１台（システムの場合は

１式）の整備にかかる経費が１億円程度以上のもので、全国共同利用または学内共同

利用に供している設備について調査。

全国共同利用：大学の枠を越えて全国の当該分野における研究者の共同利用に供し、

研究等に資する。

学内共同利用：学内の研究者の共同利用に供し、研究等に資する。

導入後、１０年以上経過し、更新時期を迎えている
研究設備が約６割あるが、整備・更新が困難な状況

件
数

（調査：H21.6現在）
経過年数

(単位:億円)国立大学等における教育研究設備費の推移 国立大学等における学術研究設備の経過年数

※国立大学等とは、国立大学及び大学共同利用機関のことを指す。

※平成16年度の法人化以前の金額は国立学校特別会計における設備予算額を、

法人化以降は運営費交付金、補助金における設備予算額を記載している

(病院設備分を除く)｡

国立大学・大学共同利用機関における研究設備の状況

355 367 356 375 431
539 599 614 555

372

197 152 154 166 187 235

67 65 54 57

215

145
775

397
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160

3817
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補正予算

当初予算

補正予算 215 1,024 1,232 145 775 397 378 605 406 181 950 160

当初予算 355 367 356 375 431 539 599 614 555 372 197 152 154 166 187 235 67 65 17 38 54 57

元年
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度
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度
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度

過去の補正予算等により整備した
設備が、経年により老朽化・陳腐
化が進んでいる。

出典：文部科学省作成出典：文部科学省作成 30



単位：億円

45 50 55 60 元 5 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23

一般補助 132 990 2,532 2,333.5 2,258.5 2,258.5 2,255.5 2,205.5 2,198.5 2,193.8 2,203.8 2,167.8 2,136.0 2,115.7 2,119.7 2,811.7

特別補助 0 17 73 105 228 397 695 1,012 1,064 1,098.7 1,108.7 1,112.7 1,112.7 1,102.1 1,102.1 397.5

合　　計 132 1,007 2,605 2,438.5 2,486.5 2,655.5 2,950.5 3,217.5 3,262.5 3,292.5 3,312.5 3,280.5 3,248.7 3,217.8 3,221.8 3,209.2

私 立 大 学 等 経 常 費 補 助 金 予 算 額 の 推 移
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私立学校における施設・設備整備補助関係予算
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45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（年度）

（百万円）

私立大学等研究設備整備費等補助

私立学校教育研究装置等施設整備費補助
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20我が国における研究者一人当たりの研究支援者数（組織別）

出典：文部科学省作成

平成14年より 平成13年まで

企　業　等 会　社　等

大　学　等 大　学　等

非営利団体 民営研究機関

公 的 機 関 民営を除く研究機関

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

注） １. 研究者数、研究支援者数は各年とも人文・社会科学を含む3月31日現在の値である （ただし、平成13年
までは4月1日現在）。

注） ２. 平成14年から調査区分が変更されたため、平成13年まではそれぞれ次の組織の値である。
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1.0

1.5

2.0

昭和

56 57 58 59 60 61 62 63

平成

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
（年）

year

全体 Total

企業等 Business enterprises

非営利団体 Non-profit institutions

公的機関 Public organizations

大学等 Universities and colleges

0.91

0.67

0.26

0.25

0.20

（人）

 persons

○ 大学等の一人当たり研究支援者数は、我が国の他の組織に比べて最も低い。
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出典：総務省科学技術研究調査報告をもとに科学技術政策研究所が作成

我が国における研究者一人当たりの研究支援者数（自然科学分野）

○ 自然科学分野では、教員一人当たりの研究支援者のうち、研究補助者及び技能者について低水準。
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